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5-4． 〔第Ⅲ期〕「友情の代償」期（2011年 8～９月）

終戦と日米関係を考えさせずにはおけない８月は第Ⅲ期（8 ～９月）の始まりであった。米軍 PA も慎重に

進められていたと言えるが、他方でＴ作戦への否定的論調も目立った。Ｔ作戦の新聞論調を大きく変えたのは

図３　「米軍＆東日本大震災」と「トモダチ作戦」を含む記事数（2011年３月～12月）
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図２　「米軍＆東日本大震災」と「トモダチ作戦」を含む記事数（2011年３月～2015年６月）
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図４　「トモダチ作戦」の内容別記事数（2011年３月～９月）
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「救援時の汚染廃棄物」の問題であった。米軍佐世保基地に T 作戦参加の航空機などを除染した際に出た低レ

ベル放射性廃棄物が保管されていることが８月 5 日に発覚した。外務省日米地位協定室は即座に佐世保市に謝

罪し、文科省は港内設置のモニタリングポストには異常値がないと発表した。この問題はその後、米軍三沢基

地、海上自衛隊横須賀基地などにも広がる。

こうした基地周辺に懸念が広がる中、被災者関連の米軍 PA は様々に報じられている。被災地・気仙沼市の

離島・大島の小中学生 25 人が沖縄米海兵隊に招待されホームステイ（８月 6−9 日）、岩手県山田町の県立高

校生徒 33 人が米海軍横須賀基地に感謝・表敬訪問（８月 19 日）、九州防衛局（福岡市）は自衛隊や T 作戦の

活動写真展を開催（８月 23 日）、来日中だったバイデン米副大統領（当時）が T 作戦の象徴的拠点であった

仙台空港で「同作戦は、米国で史上最大の人道支援だ」と演説（８月 23 日）した。

このように T 作戦に関する新聞報道は 2011 年８月に最後の盛り上がりを見せ、その後は終息する。その後

も在日米軍は T 作戦の周年記念などにおいて、その「トモダチ」イメージを活用しているように見える。T

作戦が被災者や多くの市民に在日米軍への新しい認識を形成した面もある。最も具体的な成果・効果はその後

の日本の大規模災害における米軍への期待感を高めたことであろう。例えば東日本大震災発生後初の防災週間

（2011 年８月 30 日～９月 5 日）に日本各地で様々な防災訓練が実施されたが、米軍厚木基地は横浜市の総合

防災訓練に初参加し話題となった。後述する自衛隊の災害派遣においても、米軍とのより密接な連携が進んで

いる。しかし、こうした変化は「ハード・パワー」としての在日米軍に対する世論ではない。

６．自衛隊災害派遣とパブリック・アフェアーズへの教訓事項

自衛隊は東日本大震災における災害派遣と、日米同盟に基づく T 作戦をどう位置付けていたのか。防衛省

「東日本大震災への対応に関する教訓事項（最終取りまとめ）」（2012）等の資料を検討してみた。同資料の対

象期間は 2011 年 3 月 11 日から同年 12 月 26 日の原子力災害派遣の終結までである。この間、原発事故対応も

含め延べ 1,066 万名（同書，p.1）の隊員が救助・救援に従事した。同報告書は「1. 意思決定」のあり方、「2. 運

用」、「3. 各国との協力」、「4. 通信」、「5. 人事・教育」における即応予備自衛官の動員やメンタルヘルスなど、

「6. 広報」、「7．情報」（関係省庁・自治体等との情報共有など）、「8．施設」（自衛隊施設の被災等）、「9. 装備」、

「10. 組織運営」の 10 項目にわたる教訓事項をまとめた。

本研究と関連する「3. 各国との協力」は、「（1）日米共同」と「（2）その他の国との連携」に大別される。

日米共同では前述した「日米調整所」が防衛省（市ヶ谷）、在日米軍司令部（横田）、陸自東北方面総監部（仙

台）に設置され、「総合的な調整機能を発揮」（同書，p.19）と評価された。その上で教訓は、「日米共同によ

る活動は大きな成果（将来の各種の事態への対応に係るモデルになり得る。）」（同書，p.19）ではあるが、ガ

イドライン等の明白な根拠が確立されていない問題点を指摘する。具体的には各調整所の「人員・機能の増

強」や、「情報共有・調整のためのカウンターパート」が必要とされた。既に実施された改善は、（1）日米共

同作戦の円滑な実施のため防衛省運用企画局に「日米運用調整官」を設置したこと、（2）2012 年自衛隊統合

防災演習では関係省庁・自治体および米国の参加を得て「日米省庁間会合」を実施したことなどである。

「6. 広報」（同書，p.39）に関しては、「①対策本部会議、記者会見等を通じた積極的な情報発信」を評価す

る一方、課題は「②リアルタイムの情報収集・共有、発信内容の精査」や、「③広報における米軍とのより一

層の連携」が必要とした。具体的な教訓は、「適時、適切な者による情報発信」、「発信した内容の周知度の確

認」などであり、「戦略的な広報・報道対応を実施すべき、広報要領について検討」が必要であるとしている。

また、自衛隊と米軍の広報・報道に関する LO（リエゾンオフィサー；連携担当官）を相互に派遣するなど、

「広報に関する日米の一層の連携強化」が必要であるとした。

既に実施した改善事項（同書，p.39）では、「内局、各幕、各部隊・各機関の広報担当者」からなる広報担

当者会議を中央に設置し、各地方ブロックでは「地方防衛局・陸海空各部隊の広報担当者」の担当者会議を

開催、「震災時広報」に係る各レベルでの経験共有等を行っている。また、「米軍の広報組織、作戦運用に係
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る広報実施要領等に関する理解」を深めることが必要であり、「米軍との共同面も含めた防衛省・自衛隊の広

報・報道に係る能力向上」に資するため、2012 年度から前述のカトリップが創設した「米国防衛情報学校」

（Defense Information School）、「米太平洋軍司令部」における広報担当者の訓練を開始した。

防衛省・自衛隊のソーシャルメディア利用に関しては、（1）防衛省 HP に Twitter を開設したこと、（2）防

衛省英語版 HP の掲載内容の充実等に課題が残されたことを指摘している。震災時対応だけでなく、2012 年

７月から防衛省は Facebook、Twitter の運用を開始した。国際広報施策強化では、これまで年 4 回発行であっ

た英語版広報紙（JDF）の月刊化などを行っている。

現在、自衛隊統合達第 20 号「自衛隊の災害派遣に関する達」（平成 18 年 3 月 27 日・最新改正平成 25 年 12

月 9 日）の別紙第 1（第 3 条、第 6 条関係）「陸上自衛隊災害派遣実施要領」において、「5. 行政管理」の「（2）

広報」を次のように定める。「災害派遣に際し、指定部隊の長（大規模災害派遣に際しては、大規模災害派遣

実施部隊の長たる方面総監）及び派遣部隊等の長は、報道機関等に対しては、災害状況及び自衛隊の活動状況

を適時に発表するとともに、その取材協力に関する便宜供与を図り、被災者又は被災地住民に対しては、救援

活動の状況および給水施設、医療施設等民生安定上必要とする事項の周知を図る等、積極的に広報活動を行う

ものとする」（統合幕僚長 , 2013）とされる。このように災害派遣においては直接被災地に入り、被災者・地

域住民に対する広報が最も重視される。本研究で T 作戦に関する米陸軍公式サイトの分析を行ったが、在日

米軍でも陸軍および海兵隊と陸自との共同救援作業などが重視されている。

自衛隊の災害派遣は自衛隊法第 83 条等により、要請権者として都道府県知事、海上保安庁長官、管区海上

保安部長、空港事務長を指定しており、要請権者からの要請に基づき防衛大臣または防衛大臣が指名する者

により派遣命令が出される。「自衛隊の災害派遣活動について」（統合幕僚監部 , 2014）によれば東日本大震災

の教訓から即応体制を強化し、2013 年９月 1 日から陸自等の常時待機・受令後 1 時間を基準とする「FAST-

Force」（初動対応部隊）を設置した。また、「原子力災害対処計画」（2013 年 3 月策定）、「首都直下地震対処計

画」（2013 年６月見直し）、「南海トラフ地震対処計画」（2013 年 12 月）などを策定して緊急事態に備えている。

７．まとめと今後の研究課題

本稿は米国政府・軍の PA、他国の市民・世論への PD（パブリック・ディプロマシー）の先行研究とこれ

までの議論・概念の整理を行った。それに基づき具体的事例として東日本大震災時における「米軍の PA」・

「対日 PD」のあり方を取り上げた。

米国防総省には 2008 年以降、PA 担当次官（ASD（PA））が新設され、その責任・機能において米国政府

PD 施策と国防総省・軍の PA との連携・協力が規定されている。しかし、「ハード・パワー」としての軍の

本質は決して変わるものではない。大震災救援で活躍した強襲揚陸艦エセックス（満水時排水量約 4 万 t）は、

1992 年にアジアで最初に佐世保に配備された空母のような広いヘリ発着用甲板や水陸両用車・揚陸艇の格納

庫を持つ。戦時には海兵隊上陸部隊約 1,900 人を敵前に送り込む武力である。また垂直に離着陸可能なオスプ

レイもある意味で災害救援には有力な輸送機であるはあるが、あくまで軍事作戦のために開発・配備されてい

る。したがって米軍の最新鋭艦艇・輸送機等は災害時にも緊急展開可能な存在ではあるが本来は、「ハード・

パワー」であり武力紛争・戦争の道具である。

国防を第一とする武器や人員が天災時に活躍するからといって、平時におけるその存在・基地問題などは

国民全体の視点から議論され、日常・市民の安全・安寧を重視すべきではないだろうか。そのために軍や自衛

隊には大規模災害発生時に限らず、日常の PA 活動が求められている。社会が存在するところには政治があり、

そのためのコミュニケーションが必要とされる。PR の理論を政治的な文脈・PD に応用する際に生じる可能

性や課題についての研究はまだようやく始まったばかりと言える。

（以上）　
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＜参考資料 1＞　国防総省（DoD）Directive, Number 5122.05の抜粋・概要（September 5, 2008.）

条項 規程内容の一部抜粋・要約 条項 規程内容の一部抜粋・要約

1. 本ディレクティヴの目的 3-r. DoD と他連邦諸機関の PA 活動の調整

2. 適用範囲〈DoD，各軍，関連組織など〉 3-s. DoD の外部評議会・委員会等への対応

3. 責務と機能　〈PA 担当国防次官：ASD（PA）〉 3-t. 国防長官のスピーチ、議会証言等の準備業務

3-a. DoD のメディア・リレーションズに関する責任 3-u. 国防長官・補佐官へのメディア取材の公式窓口

3-b. DoD の最高スポークスパーソンとしての役割 3-v. ネット担当国防補佐官、国防省 CIO 等との連携

3-c. DoD の PA 方針、計画、プログラム等の策定 3-w. DoD への外部からの問い合わせ等への対応

3-d. DoD・各軍の PA 責任・管理 3-x. DoD に対する一般市民、NGO 等の活動に対応

3-e. DoD の公開情報、情報技術に関する事項 3-y. 非政治的・娯楽志向の映画、TV 制作等への協力

3-f. DoD の PA 活動で政府 PD を支援すること 3-z. DoD 各部署への講演者派遣依頼への対応

3-g. PA に関する中長期戦略計画の策定 3-aa. 合衆国 PA 活動への DoD の参画・協力・調整

3-h. PA 活動のポートフォリオ管理 3-ab. PA 活動のパフォーマンス・コスト効率の追求

3-i. 軍の非軍事使役等における PA 活動の調整 3-ac. 国防長官・国防次官等から指示された研究

3-j. DoD のパブリック Web の管理・運用 4. 関係（組織関係）

3-k. ネット PA 活動の最高責任者としての役割 4-a. PA 担当国防次官（ASD（PA））としての職務

3-l. メディア報道、DoD への論調等の分析機能 a-（1） 国防長官への直接レポートライン（長官直轄）

3-m. DoD 全国メディアプールの運営・管理 a-（4） DoD・他連邦諸機関の既存システム、施設の活用

3-n. 軍事作戦と他の活動に関する報道対応 a-（5） 報道機関、娯楽産業等とのリエゾン機能

3-o. PA システムの監視・評価・開発と全体の管理 5. 権限規程：国防長官の指示・DoD 諸規程等に従うこと

3-p. DoD と各軍・部署の PA ガイダンス発行権限 6. �本規程のリリーサビリティ：無制限のパブリック・リ

リース

3-q. 国防次官・予算担当次官等と共同で PA 予算管理 7. 施行日 〈即日（2008年９月5日）〉

＜参考資料 2＞　米国陸軍公式サイトの「トモダチ作戦」関連リリース（2011年５月－ 2015年６月）

公式サイト記事の主題分類 記事数 ％

（1） 「トモダチ作戦」の活動・補給・成果などについての情報発信 32 35.2

（2） 指揮官の異動・指揮系統改編・米軍内での再配置・撤退など 7 7.7

（3） 作戦の後方支援活動（語学要員・救護部隊・工兵隊・広報） 7 7.7

（4） 米空軍・米海軍・海兵隊・在韓米軍等との連携・協力活動 3 3.3

（5） 在日米軍家族・ボランティアに関する情報（避難・放射能情報など） 4 4.4

（6） 日本政府・地元自治体・自衛隊・消防等との連携・協力活動 8 8.8

（7） 被災者・日本市民との交流・友情などの出来事 4 4.4

（8） 他国救助活動・ボランティア等への協力・増援活動 8 8.8

（9） 2012年以降の復興協力・周年式典・災害出動演習・市民交流など 18 19.8

米国陸軍公式サイトからの情報発信件数 91 100.0
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＜参考資料 3＞　「トモダチ作戦」記事の内容分析〔2011年：朝日新聞「聞蔵Ⅱ」67件〕

月　日 朝夕 記事内容要旨 主要情報源 論調

３月15日 朝刊 14日「トモダチ作戦」と名付けた活動開始 米軍 PA 中立的

３月16日 朝刊 T 作戦を本格的に開始、空母ロナルド・レーガン等 太平洋艦隊 中立的

夕刊 沖縄差別発言で更迭されたケビン・メア氏が調整担当に復帰 米国務省 中立的

３月23日 朝刊 T 作戦の支援は異例の手厚さ、PR も狙う 太平洋軍 中立的

山口版 T 作戦で沖縄・岩国基地がフル回転 基地司令官 中立的

３月30日 多摩版 米軍幹部が T 作戦を「復興するまで手助け続ける」と語る 横田基地 肯定的

４月１日 夕刊 ３日まで自衛隊と米軍連携「沿岸部を集中捜索」 自衛隊広報 中立的

４月３日 朝刊 （写真）石巻に米軍が設置した避難者用コンテナ型入浴施設 東京本社 中立的

４月４日 長崎版 T 作戦の意図を読み解く勉強会（米軍監視活動） 市民団体 否定的

４月５日 朝刊 T 作戦の主力空母ロナルド・レーガンが４月で撤収と公表 政府関係者 肯定的

４月６日 朝刊 海兵隊核・生物・化学戦専門部隊 CBIRF が到着 横田基地 中立的

神奈川 在日米軍が T 作戦を地元の座間市長らに説明 在日米陸軍 肯定的

長崎版 原子力空母ジョージ・ワシントンが異例の佐世保入港（地元反対運動） 市民団体 否定的

４月7日 朝刊 （特集）震災下の日米同盟「トモダチの真価問う」 東京本社 中立的

４月8日 朝刊 ４月中旬にクリントン国務長官（当時）が被災地訪問計画を発表 日本外務省 肯定的

朝刊 長年の日米共同訓練が自衛隊・T 作戦に生きた 日本政府 肯定的

４月9日 朝刊 在日米海兵隊基地外交政策部次長の投稿記事 在日米軍 肯定的

４月10日 朝刊 米軍専門部隊（CBIRF）と自衛隊共同訓練 横田基地 中立的

４月12日 長崎版 T 作戦参加の揚陸艦２隻が佐世保港に入港 佐世保基地 中立的

４月13日 西部版 T 作戦参加の海兵部隊が本拠地・沖縄に戻る うるま市 否定的

４月15日 多摩版 横田基地地元商店街が「T 作戦」関係者に温泉無料入浴券配布 日の出町 肯定的

４月16日 朝刊 仙台空港近くの浜辺に「ARIGATO」の感謝の文字（写真） ワシントン 肯定的

西部版 被災地支援の在日米軍・自衛隊の共同会見 在沖縄米軍 肯定的

４月18日 朝刊 （社説）「T 作戦」その成果を明日に向けて 東京本社 肯定的

４月20日 横浜版 空母ジョージ・ワシントンが佐世保から横須賀へ帰港 米第7艦隊 肯定的

大分版 T 作戦は日米官僚の働きかけで報道された？ 朝日労組 否定的

４月21日 横浜版 （市民の声）「あんなにやってくれる国は他にない」 無職男性 肯定的

西部版 （記者会見）「原子力空母は原発とはちがう」 米空母艦長 肯定的

４月22日 長崎版 T 作戦の原子力空母など３週連続で佐世保入港（母港化反対運動） 市民団体 否定的

夕刊 仙石線の日米共同がれき撤去「ソウルトレイン作戦」（写真） 東京本社 肯定的

４月24日 西部版 T 作戦のアドバイザー・在沖縄米総領事の単独会見 在沖総領事 肯定的

４月25日 朝刊 国賓オバマ大統領歓迎の宮中晩餐会で天皇が「T 作戦」に謝意 日本政府 肯定的

４月30日 朝刊 （特集）「先進国支援」慣れぬ米国／戸惑う日本 加藤洋一 中立的

朝刊 （29日）村井・宮城県知事がルース駐日大使に謝意 宮城県庁 肯定的

夕刊 日米外相会談で松本剛明・外相（当時）が「T 作戦」に謝意 米国務省 肯定的

５月１日 朝刊 （社説）T 作戦は日米関係の深さを再認識させた 東京本社 肯定的

５月15日 朝刊 （特集）日米協力の経緯・T 作戦に遅れた原発対応 東京本社 中立的

５月18日 多摩版 福生七夕まつり（８月）で T 作戦報告・義捐金活動 横田基地 肯定的
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月　日 朝夕 記事内容要旨 主要情報源 論調

５月25日 福岡版 海上自衛隊・在日米海軍の幹部が福岡大学で講演 米領事館 肯定的

夕刊 米海軍が1992年に採用した「フロム・ザ・シー」救援 論説室 肯定的

６月９日 静岡版 静岡空襲日米合同慰霊祭（11日）で T 作戦ワッペン販売 横田基地 肯定的

横浜版 海老名市、宮城県白石市が厚木基地米海軍に感謝状 海老名市 肯定的

６月14日 山東版 米軍基地司令官に岩国市が「T 作戦」感謝状 岩国市 肯定的

６月21日 福岡版 新城郁夫・琉球大教授「T 作戦賞賛とは異なる見解」 新城郁夫 否定的

７月10日 多摩版 T 作戦参加の在日米軍司令部幹部が基地地元の教会で講演 福生市 肯定的

７月20日 朝刊 日米両政府と経済界が今秋にも「トモダチ基金」創設へ 両国外務省 肯定的

７月23日 長崎版 T 作戦参加の米海軍佐世保司令官が市長に離任あいさつ 佐世保市 中立的

７月26日 朝刊 宮城県の主婦・高校生らが在日米軍司令官に感謝 被災地住民 肯定的

８月５日 夕刊 米軍佐世保基地内に救援時の汚染廃棄物の放置が発覚 佐世保市 否定的

８月６日 長崎版 市は米軍の放射性廃棄物の情報開示を外務省に要請 佐世保市 否定的

８月９日 湘南版 横須賀基地内にも T 作戦参加時の低レベル放射性廃棄物 横須賀市 否定的

８月10日 西部版 気仙沼市の小中学生を T 作戦参加の沖縄海兵隊が招待 在沖海兵隊 肯定的

８月11日 青森版 米軍三沢基地にも T 作戦で汚染の放射性廃棄物 外務省発表 否定的

８月13日 長崎版 T 作戦で汚染の廃棄物保管問題で外務政務官が謝罪 佐世保市 否定的

８月20日 横浜版 岩手県立山田高校生が横須賀基地訪問・T 作戦に感謝 米海軍 肯定的

８月24日 朝刊 バイデン米副大統領が T 作戦の象徴（仙台空港）で演説 米副大統領 肯定的

京築版 自衛隊・米軍 T 作戦の被災地支援活動写真展 九州防衛局 肯定的

８月29日 朝刊 大震災後初の防災週間（30日～９月５日）に米軍初参加 米海軍ほか 中立的

９月５日 青森版 米空軍・空自が三沢基地航空祭で T 作戦参加機を展示 航空自衛隊 肯定的

９月６日 長崎版 佐世保の T 作戦参加強襲揚陸艦が来春、新鋭艦と交代すると発表 米海軍 中立的

９月13日 夕刊 米軍三沢基地航空祭は「見せることの抑止効果」 論説室 中立的

９月22日 夕刊 日米首脳会談で野田首相（当時）が T 作戦などを感謝 日本政府 肯定的

９月26日 横浜版 特集「原子力空母配備から3年」・横須賀基地周辺の T 作戦は可能 横須賀市 肯定的

10月１日 横浜版 横須賀基地の米軍家族・関係者がボランティアで「T 作戦」（義損金） 市民団体 肯定的

10月12日 山梨版 北富士演習場で18年ぶりの日米共同訓練スタート 山梨県警 中立的

11月10日 山梨版 米海兵隊の訓練に「トモダチ」としても税金を使うな！ 平和団体 否定的

12月17日 相模版 横須賀基地を黒岩知事が初訪問し T 作戦に感謝 黒岩知事 肯定的

注
１） 例えば、カトリップ他（2008, pp.489-526）「第 16 章 政府とパブリック・アフェアーズ」、レタン（2008, pp.96-117）「第 5

章 パブリック・アフェアーズと公共圏」、ウィルコックス他（2012, pp.495-pp.511）「第 19 章 政治と政府」前半部分（後半

pp.511-519 は主に企業の「ガバメンタル・リレーションズ」および「ロビイング」を論じている。）、ブルーム他（2013, .pp.349-

367）「第 16 章 政府と政治」、（同書，pp.368-375）「第 17 章 軍のパブリック・アフェアーズ」、など。また、第二次世界大戦後

の連邦政府における広報担当者の大幅人員削減反対の活動を続けてきた全米政府コミュニケーション協会（NAGO: National 

Association of Government Communicators）は 1976 年に正式に設立され、現在ではあらゆるレベルの政府コミュニケーショ

ン人材育成の中心となっている。（http://www.nagc.com/AbaoutNAGC/　アクセス日：2015 年９月 26 日）

２）「天災は忘れたころにやってくる」から京都大学防災研究所・矢守克也（2013）は、「忘れる」は単なる「時の経過」ではなく、

「災害の再来周期」の長さである（矢守 2013, p.4）と指摘した。

３）寺田寅彦「天災と国防」（寺田 2011, p.9）は次のように指摘する。「「非常時」というなんとなく不気味なしかしはっきり意味

のわかりにくい言葉がはやりだしたのはいつごろからであったか思い出せないが、ただ近未来何かしら日本全国土の安寧を脅

かす黒雲のようなものが水平線の向こう側からこっそりとのぞいているらしいという、言わば取り止めのない悪夢のような不

安の陰影が国民全体の意識の低層に揺曳していることは事実である。」
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４）例えば、ウィルコックス他（2012, pp.511-519）「第 19 章 政治と政府」後半部分、井之上（2015, pp.45-49）など。

５）例えば、Theaker （2012, pp.38-41）、Morris （2012, pp.121-139）など。

６）佐藤卓己（2012, pp.9-10）は、パブリック・ディプロマシー（PD）の日本語訳に関して、「パブリック・ディプロマシーの直

訳は「広報外交」だが、観光、貿易、投資などと文化交流を切り分けるために、敢えて「広報文化外交」の意訳が行われてい

る」と指摘している。本稿では米国文献等と対照するため「パブリック・ディプロマシー」（PD）のまま使用した。

７） PRSA の PR 教育評議会（CPRE: the Commission on Public Relations Education）は、PRSA に設置された組織であり、米国

大学の学部・大学院における PR 教育の在り方を調査・研究して PRSA 年次大会などで発表している。議長ならびに主要メン

バーは主に大学教員・研究者である。
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パブリック・ディプロマシーと軍のパブリック・アフェアーズ
――2011年東日本大震災時のトモダチ作戦の事例研究――

和田　仁
（東京国際大学）

2011 年 3 月 11 日、東日本大震災が日本を直撃した。巨大地震とそれに続いた津波は日本の東北

地方を強襲し福島第一原子力発電所のメルトダウンを引き起こした。東日本大震災は日本における

未曾有の大災害であった。この大災害に即応するため日本の自衛隊や在日米軍・アジア太平洋軍が

大規模な災害救援活動を行った。米軍はそれを日米間の友情関係から「トモダチ作戦」と名付けた。

本稿は大災害への救援活動における米軍のパブリック・アフェアーズのあり方を検証する。

国際関係における“スマート・パワー”論によれば、軍は典型的な“ハード・パワー”であり、

災害救援活動は軍をパブリック・ディプロマシーにおける“スマート・パワー”に転換できると

指摘する。2011 年の「トモダチ作戦」事例研究から、軍の災害救護が被災地域、自治体、日本

の世論などから大変に高く称賛されたことが分かった。しかし、多くの課題も残されている。

キーワード：�災害救援、軍のパブリック・アフェアーズ、パブリック・ディプロマシー、ト

モダチ作戦、東日本大震災（2011 年）

Public Diplomacy and Military Public Affairs
―A Case Study on Operation TOMODACHI in Eastern Japan Earthquake 2011―

Masashi WADA
（Tokyo International University）

On March 11, 2011, the Great Eastern Japan Earthquake (GEJE) hit Japan. With a　

gigantic earthquake followed by tsunami that engulfed a large part of northeastern Japan and 

combined with the nuclear meltdown at the Fukushima Dai-ichi Nuclear Power Station. The 

GEJE was clearly the worst disaster that Japan has endured in its history. In response to the 

disaster, the Japan Self-Defense Force (JSDF) and US armed forces of Japan and Asian-Pacific 

were mobilized to many disaster relief activities. US forces called this historical operation 

“Operation TOMODACHI” as the symbol for US-Japan friendship.

This paper examines the US military public affairs in the huge disaster relief operation. As 

the theory of “smart power” in international relations mentioned, the military disaster relief 

operations could turn a typical “hard power” into smart power of public diplomacy. Based 

on a case study of Operation TOMODACHI in 2011, U.S. military disaster relief is deeply 

appreciated from all over the disaster stricken areas, municipal governments, public opinion in 

Japan, and so on. But many problems are also left.

Keywords: �disaster relief, military public affairs, public diplomacy, Operation Tomodachi, 

Eastern Japan Earthquake 2011


